
 

堺市監査委員公表第３０号 

 

監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和２２年法 
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監査結果に基づく措置通知書  

 

監 査 の 種 類 
出資団体監査  

（株式会社さかい新事業創造センター ) 

監 査 実 施 期 間 令和 7 年 11 月 1 日  ～  令和 8 年 3 月 30 日  

措置を講じた部局等 
産業振興局  産業戦略部  地域産業創造課  

株式会社さかい新事業創造センター  

指  摘  事  項  等  措置内容  所管部課等  

２  経理について    

(1) 固定資産の管理状況を確認した

ところ、カフェ換気フード設備及

びカフェ給水計量設備について、

令和元年度のカフェ営業終了によ

り、壁内や床下に設備の一部が残

置されているものの、設備として

は利用できない状態であった。  

しかし、当該設備は固定資産台

帳及び貸借対照表の固定資産に計

上されたままとなっていた。  

カフェ換気フード設備及び

カフェ給水計量設備は、令和

元年度にカフェを閉店した際

に使用しなくなった設備とし

て固定資産台帳及び会計上の

除却をする必要がありました

が、廃棄を伴わない場合の除

却処理の必要性の認識が当時

十分でなかったため処理が行

われていなかったものです。  

御指摘を受け、令和 7 年 12

月 18 日に固定資産台帳及び

会計上の除却処理を行いまし

た。  

今後は、固定資産の廃棄の

有無にかかわらず、事業とし

ての使用を廃止した資産につ

いては、使用終了時に担当者

が固定資産台帳及び会計上の

除却を行います（有姿除却）。 

また、年度末に業務マネー

ジャーが行う実地棚卸に際し

て、有姿除却した資産の取扱

いに関する留意事項を定める

など、マニュアルの改訂を行

いました。  

さらに、専門家への質問を

随時行える体制を強化し、固

株 式 会 社 さ か い

新 事 業 創 造 セ ン

ター  
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定資産の適切な管理を徹底し

ます。  

   

４  事業運営について  

(1) センターの契約状況を確認した

ところ、以下のものがあった。  

  

   

ア  センター経理規程（以下「経理

規程」という。）第 39 条では、

予定価格が 100 万円を超える契

約については、5 者以上を基準と

して指名業者を選定し、契約の

相手方を決定することとされて

いる。また、例外的に 1 者によ

る随意契約を行うには、同条但

し書きにより、担当取締役が特

別の理由を認める必要があると

されている。  

しかし、予定価格が 100 万円

を超えるインキュベーションマ

ネージャー業務について、担当

取締役まで決裁を行った上で、1

者による随意契約が締結されて

いたものの、決裁文書に特定の 1

者を選定した理由の記載は確認

できなかった。  

インキュベーションマネー

ジャー業務は、入居者の事業

計画、事業活動等の支援が主

な業務内容となるため、中小

企業診断士又は JBIA のイン

キュベーションマネージャー

養成研修修了、かつ創業支援

等の業務経験を基に選考して

おり、前年度の業務において

良好な履行実績を挙げている

ため 1 者による随意契約を締

結しましたが、決裁文書上で

の確認が十分でなかったこと

から根拠条文及び 1 者による

随意契約の理由の記載漏れが

ありました。  

今後は担当者が 1 者による

随意契約の必要性や妥当性を

決裁文書に記載し、決裁権者

が確認した上で契約事務を実

施することにより、再発防止

を徹底します。  

株 式 会 社 さ か い

新 事 業 創 造 セ ン
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イ  経理規程第 39 条では、予定

価格が 30 万円を超え 100 万円

以下の契約については、 2 者以

上を基準として指名業者を選定

し、契約の相手方を決定するこ

ととされている。また、例外的

に 1 者による随意契約を行うに

は、同条但し書きにより担当取

当時の経理規程では、 30 万

円を超える場合の 1 者による

随意契約について、第 39 条た

だし書により担当取締役が特

別の理由を認めると規定し、

第 40 条で 250 万円以下の工事

案件は事業部長が随意契約に

より事業を決定すると規定さ

株 式 会 社 さ か い

新 事 業 創 造 セ ン

ター  
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締役が特別の理由を認める必要

があるとされている。  

しかし、予定価格が当該区分

に該当する本館 100 号室の原状

回復工事及び空調設備工事につ

いて、 1 者による随意契約を締

結しているにもかかわらず、決

裁は事業部長にとどまり、担当

取締役の決裁を経ていなかっ

た。また、決裁文書に、特定の

1 者を選定した理由の記載は確

認できなかった。  

れていました。このため、事業

部長を決裁者と判断し、第 39

条の規定に基づく担当取締役

の決裁手続を経ていなかった

ものです。  

本件原状回復工事及び空調

設備工事の事業者は、それぞ

れ弊社施設の設備や仕様を熟

知しており、過去に同様の工

事実績がある事業者であるた

め 1 者による随意契約をしま

したが、決裁文書上での確認

が十分でなかったことから根

拠条文及び 1 者による随意契

約の理由の記載漏れがありま

した。  

なお、経理規程については、

1 者による随意契約ができる

ことの理由を明示し、決裁者

が明確となるよう令和 7 年 11

月 1 日に改正を行いました。  

今後は担当者が 1 者による

随意契約の必要性や妥当性を

決裁文書に記載し、決裁権者

が確認した上で契約事務を実

施することにより、再発防止

を徹底します。  

   

［ 1 者による随意契約に関する必要

性の検討について（意見）］  

  

経理規程では、1 者による随意契

約は例外的な契約方法とされてお

り、当該規定は、契約の締結にあた

って複数者による競争を行わせる

ことで、経費の抑制等を図ること

を目的としたものであると考えら

れる。  

一方で、前記 (1)で指摘した契約

御意見を受け、1 者による随

意契約に当たっては、これま

でも、事務手続の実施ごとに

必要性・妥当性を検討してい

ます。御意見を踏まえ、今後

は、一層適切な事務とするた

め、経済性や事業効率性の観

点からも検討を行うよう社員

株 式 会 社 さ か い

新 事 業 創 造 セ ン
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には、当該契約の相手方以外によ

る履行も可能ではないかと思われ

るものもあり、特定の 1 者を選定

した理由の記載がないまま決裁が

行われていたことも含めると、契

約の都度、センターが 1 者による

随意契約を行う必要性や妥当性を

十分に検討していたという心証は

得られなかった。  

以上のことから、センターは、1

者による随意契約を行う際に、そ

の理由を記載の上、必要な決裁権

者 ま で 決 裁 を 行 う こ と は も と よ

り、契約の都度、1 者による随意契

約を行うことの必要性や妥当性に

ついて十分に検討し、契約事務の

適正な運用に努められたい。  

全員に周知徹底しました。  

今後は担当者が 1 者による

随意契約の必要性や妥当性を

決裁文書に記載し、決裁権者

が確認した上で契約事務を実

施することにより、再発防止

を徹底します。  

   

［ 経 理 規 程 の 合 理 性 に つ い て （ 意

見）］  

  

センターは令和 7 年 11 月に経理

規程を改正し、随意契約によるこ

とができる基準額の見直し（金額

の引上げ）を行っている。  

これは、地方自治法施行令の改

正に伴い、市が行った随意契約の

基準額の見直しを受け、センター

も見直しを行ったとのことであっ

た。  

センターの見直し内容は市と同

様であったが、委託契約等に係る

基準額については、市が随意契約

によることができる契約の基準額

を予定価格 100 万円以下から 200

万円以下に引き上げた一方で、セ

ンターは予定価格 100 万円以下か

ら 400 万円以下まで引き上げてい

た。  

御意見を受け、基準額につ

い て 改 め て 検 討 を 行 っ た 結

果、見直す必要があると判断

し令和 8 年 3 月 1 日付けで経

理規程を改正し、委託契約等

に係る基準額を 200 万円以下

に引き下げました。  

今後は、規程改正の妥当性

や合理性を十分に議論した上

で改正を行います。  

株 式 会 社 さ か い
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このため委託契約等に係る基準

額を 4 倍にまで引き上げた理由を

センターに確認したが、大幅な基

準額の引上げを行う合理的な理由

は認められず、金額の妥当性につ

いても十分検討した上で決定され

ているものであったという心証は

得られなかった。  

以上のことから、センターは、改

めて当該改正内容の合理性を検討

し、必要に応じ経理規程を改正さ

れたい。  

 


